（第1面）
様式第1号（第8条関係）　　　　　
年　　月　　日

（宛先）名古屋市長
郵便番号
住　　所
申請者
フリガナ　（　　　　　　　　　　　　　　　　）
氏　　名　　　　　　　　　　　　　　
生年月日
(法人その他の団体の場合は、所在地、名称、代表者氏名及び生年月日)
電話番号

民間木造住宅耐震改修促進事業補助金交付申請書

　名古屋市民間木造住宅耐震改修促進事業補助金交付要綱第8条の規定により、補助金の交付を受けたいので、下記のとおり関係書類を添えて申請します。
　この申請書及び添付書類に記載の事項は、事実に相違ありません。

記
	補助対象事業
	□耐震改修設計

	
	□一般耐震改修工事
□1段階目耐震改修工事　　□2段階目耐震改修工事

	世帯区分
※耐震改修工事の補助金申請の場合のみ記入
	□一般世帯等　　　　　　 □非課税世帯

	補助事業の着手予定日
	年     月     日

	補助事業の完了予定日
	年     月     日

	補助対象経費の額
	　　金　　　　　　　　　　　　　　　　　　　円

	交付申請額
	金　　　　　　　　　　　　　　　　　　　円


(注)1 補助対象経費の額は、補助対象住宅の補助事業に要する経費で、見積額から補助対象外の費用を減じた額（補助対象外がない場合は見積額）です。
(注)2 名古屋市民間木造住宅耐震改修促進事業補助金交付要綱第4条第4号又は第5号に規定する者に該当しないときは、補助金を交付しません。また、交付決定後にその旨が判明したときは、交付決定を取り消し、又は補助金の返還を求めることがあります。上記事由を確認する必要がある場合には、本申請書に記載されている情報を愛知県警察本部に照会することがあります。






（第2面）
１．補助対象住宅の概要
	建物名称
	

	所在地
	名古屋市　　　　区

	建築時期
	（　明治　・　大正　・　昭和　）　　　　年　　　　　月

	面　　積
	1階　　　　　　　　　　㎡

	
	2階　　　　　　　　　　㎡

	
	延べ面積　　　　　　　　㎡

	形　　態
	（　戸建住宅 ・ 長屋 ・ 共同住宅　）　　

	住宅戸数
	　　　　戸　

	木造住宅耐震診断の実施事業名
	該当するものを○で囲む。
ア　名古屋市民間木造住宅耐震診断事業　　　　　　年度実施
イ　(一財)愛知県建築住宅センターが行う耐震診断　　　　　年度実施
ウ　(財）名古屋市建築保全公社が実施した耐震診断　　　　　年度実施

	耐震改修前の
判定値
	1階　Ｘ方向　　　　　　　　　,　Ｙ方向

	
	2階　Ｘ方向　　　　　　　　　,　Ｙ方向


※（　　）内は、該当するものに○をつけて下さい。

２．耐震改修工事の概要（耐震改修工事による補助金申請の場合のみ記入）
	耐震改修後の
判定値
	1階　Ｘ方向　　　　　　　　　　,　Ｙ方向

	
	2階　Ｘ方向　　　　　　　　　　,　Ｙ方向

	1段階目耐震改修工事後の判定値
	1階　Ｘ方向　　　　　　　　　　,　Ｙ方向

	
	2階　Ｘ方向　　　　　　　　　　,　Ｙ方向
※段階的耐震改修工事による補助金申請の場合のみ記入



３．設計者
	資格
	（１級・２級・木造）建築士　　　　登録第　　　　　　号

	建築士氏名
	

	会社名
	

	事務所登録番号
	（１級・２級・木造）建築士事務所　　　　　知事登録　　第　　号

	所在地
	〒


	電話番号
	

	FAX番号
	



様式第2号（第8条関係）
補助金の交付申請額計算書
	　耐震改修設計（工事）費用等
	

	　補助対象設計（工事）に係る費用
	　左記以外に係る費用
	

	
	
	

	補助対象設計（工事）に係る費用　計
	左記以外に係る費用　計
	　計

	
	
	

	補助対象設計（工事）に係る費用　率
	左記以外に係る費用　率
	

	
	
	

	補助対象設計（工事）に係る費用
（共通費）
	左記以外に係る費用
（共通費）
	　計

	
	
	

	
	工事監理費等
	　計

	
	
	

	補助対象設計（工事）に係る費用
総計（補助金の対象経費）
	左記以外に係る費用
総計（補助対象外）
	　総計

	
	
	

	
	
	

	補助金の交付申請額　（次のうち少ない額（千円未満の端数は切り捨て））
	

	（補助金の対象経費）　　　　　（円）×（補助率） 　　　＝　　　万円
	

	耐震改修設計の限度額
1棟あたり　　　 　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　万円
耐震改修工事の限度額
1戸あたり　　　　　　　　　（円）×（戸数）　　　戸 ＝　　　万円
	


· 補助金の対象経費の額は、確定申告の際に交付申請額に係る消費税（地方消費税を含む。以下同じ。）に相当する額を、仕入れに係る消費税額として税務署に納める消費税額から控除する場合には、当該消費税に相当する額を減額した額とする。
· 耐震改修工事の補助金の交付申請額について、シェルター等設置補助金交付要綱に基づく補助金を受けた場合は、その額を差し引いた額（2段階目耐震改修工事における場合を除く。）とする。


様式第3号（第8条関係）
　第　　号
　　年　　月　　日


　　　　　　　　様

名古屋市長　　　　　　　　　　　　　　　


民間木造住宅耐震改修促進事業補助金交付決定通知書

　　　　年　　月　　日付けで申請のあった補助金については、下記のとおり交付することに決定したので、名古屋市木造住宅耐震改修促進事業補助金交付要綱第8条第5項の規定により通知します。

記
	補助対象事業
	□耐震改修設計

	
	□一般耐震改修工事
□1段階目耐震改修工事　　□2段階目耐震改修工事

	建物名称
	

	所在地
	

	補助金交付決定額
	　　金　　　　　　　　　　　　　　　　　　　円



交付条件




様式第4号（第9条関係）
　　年　　月　　日


　（宛先）名古屋市長

住所
申請者
氏名　　　　　　　　　　　　　　　　
（法人その他の団体の場合は、所在地、名称及び代表者氏名）


民間木造住宅耐震改修促進事業着手届

　　年　　月　　日付け　　住耐第　　－　　　号により交付決定通知のありました民間木造住宅耐震改修促進事業について着手しましたので、下記のとおり関係書類を添えて届け出ます。

記
	補助対象事業
	□耐震改修設計

	
	□一般耐震改修工事
□1段階目耐震改修工事　　□2段階目耐震改修工事

	建物名称
	

	着手日
	　　　　年　　　月　　　日

	完了予定日
	　　　　年　　　月　　　日

	中間検査予定日
	　　　　年　　　月　　　日



[bookmark: _GoBack]施工者（耐震改修工事の場合のみ記入）
	施工業者名
	

	代表者名（役職）
	

	所在地
	〒


	電話番号
	










様式第5号（第11条関係）
　　年　　月　　日


　（宛先）名古屋市長

住所
申請者
氏名　　　　　　　　　　　　　　　　
（法人その他の団体の場合は、所在地、名称及び代表者氏名）


民間木造住宅耐震改修促進事業補助金交付変更申請書

　　　　　年　　月　　日付け　　住耐第　　－　　　号により交付決定通知のありました民間木造住宅耐震改修促進事業について、下記のとおり、内容を変更したいので、関係書類を添えて申請します。

記
	補助対象事業
	□耐震改修設計

	
	□一般耐震改修工事
□1段階目耐震改修工事　　□2段階目耐震改修工事

	建物名称
	

	変更理由
	

	補助金交付申請額
	
（交付決定額　　　　　　　　　円）

交付変更申請額　　　　　　　　　円




　添付書類











様式第6号（第11条関係）
　　第　　号
　　年　　月　　日


　　　　　　　様


名古屋市長　　　　　　　　　　　　　　　


民間木造住宅耐震改修促進事業補助金交付決定変更通知書

　　　　　年　　月　　日付け　　住耐第　　－　　　号により交付決定を通知した民間木造住宅耐震改修促進事業の補助金額について、下記のとおり変更を決定したので通知します。

記
	補助対象事業
	□耐震改修設計

	
	□一般耐震改修工事
□1段階目耐震改修工事　　□2段階目耐震改修工事

	建物名称
	

	補助金交付申請額
	
（交付決定額　　　　　　　　　円）

交付変更申請額　　　　　　　　　円




交付条件

　様式第7号（第12条関係）
　　年　　月　　日


　（宛先）名古屋市長

住所
申請者
氏名　　　　　　　　　　　　　　　　
（法人その他の団体の場合は、所在地、名称及び代表者氏名）


民間木造住宅耐震改修促進事業補助金交付申請取下届

　　　　　年　　月　　日付け　　住耐第　　－　　　号　　により交付決定通知のありました民間木造住宅耐震改修促進事業補助金交付申請について、下記により取下げしたいので届け出ます。

記
	補助対象事業
	□耐震改修設計

	
	□一般耐震改修工事
□1段階目耐震改修工事　　□2段階目耐震改修工事

	建物名称
	

	取下げの理由
	










様式第8号（第12条関係）
第　　号
年　　月　　日


　　　　　　　　様


名古屋市長　　　　　　　　　　　　　　　


民間木造住宅耐震改修促進事業補助金交付申請取下確認通知書

　　　　　年　　月　　日付けで届け出のあった民間木造住宅耐震改修促進事業補助金交付申請の取下げについては、下記のとおり確認したので通知します。

記
	補助対象事業
	□耐震改修設計

	
	□一般耐震改修工事
□1段階目耐震改修工事　　□2段階目耐震改修工事

	建物名称
	

	確認の内容
	民間木造住宅耐震改修促進事業補助金交付申請の取下げ




様式第9号（第13条関係）
　　　　年　　月　　日

　（宛先）名古屋市長

住所
申請者
氏名　　　　　　　　　　　　　　　　
（法人その他の団体の場合は、所在地、名称及び代表者氏名）


民間木造住宅耐震改修促進事業完了実績報告書

　　　　　年　　月　　日付け　　住耐第　　－　　　号　　により交付決定通知のありました民間木造住宅耐震改修促進事業について、下記のとおり完了しましたので、関係書類を添えて報告します。

記
	補助対象事業
	□耐震改修設計

	
	□一般耐震改修工事
□1段階目耐震改修工事　　□2段階目耐震改修工事

	建物名称
	

	完了年月日
	　　　　年　　　月　　　日



　耐震改修工事の完了の確認（耐震改修工事の場合のみ記入）
上記の民間木造住宅耐震改修工事は、補助金交付申請に基づき適正に工事が施工されていることを確認しました。
資　格　（1級・2級・木造）建築士　　　（　　　　　）登録第　　　　　　　号
　　　　　氏　名　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 
　 　　　 会社名　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 
　　　　　（1級・2級・木造）建築士事務所（　　　　　）知事登録　　　　第　　　　　号










様式第10号（第13条関係）
第　　号
　　　　年　　月　　日


　　　　　　　　様



名古屋市長　　　　　　　　　　　　　　　　　



民間木造住宅耐震改修促進事業補助金確定通知書



　　　　　年　　月　　日付け　　第　　　　　号　　により交付決定をした民間木造住宅耐震改修促進事業補助金については、提出された完了実績報告書を審査の結果、下記のように交付額を確定しましたので、通知します。


記
	補助対象事業
	□耐震改修設計

	
	□一般耐震改修工事
□1段階目耐震改修工事　　□2段階目耐震改修工事

	建物名称
	

	補助金確定額
	







様式第11号（第14条関係）
　　年　　月　　日


　（宛先）名古屋市長

住所
申請者
氏名　　　　　　　　　　　　　　　　
（法人その他の団体の場合は、所在地、名称及び代表者氏名）


補助金交付請求書

名古屋市民間木造住宅耐震改修促進事業補助金交付要綱第14条第１項の規定に基づき、下記のとおり補助金を請求します。

記

１　建物名称　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　


２　支払請求額　
	金　額　
	

	
百
	
十
	
万
	
千
	
百
	
十
	円


金
０
０
０



３　振込先

	振　込　先　金　融　機　関
	金融機関名
	　　　　　　銀行　　　　　　本店(出張所)

	
	
	　　　　　　金庫　　　　　　支店

	
	
	　　　　　　農協　　　　　　支所

	
	預金の種類
	普通 ・ 当座 　(該当を〇で囲む。)

	
	口座番号
	
	
	
	
	
	
	

	
	フリガナ
	

	
	口座名義人
	




様式第12号（第15条関係）
年　　月　　日

（宛先）名古屋市長
郵便番号　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
住所　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
申請者　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
氏名　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
（法人その他の団体の場合は、所在地、名称及び代表者氏名）
電話番号　　　　　　　　　　　　　　　　　　　


民間木造住宅耐震改修促進事業地位承継届


　　　　　年　　月　　日付け　　住耐第　　－　　　号　　により交付決定通知のありました民間木造住宅耐震改修促進事業補助金交付の地位を、名古屋市民間木造住宅耐震改修促進事業補助金交付要綱第15条第３項の規定に基づき、下記のとおり承継するので届け出ます。

	補助対象建築物の
所　在　地
	名古屋市　　　　区

	申請者
	変更前
	〒
住所

氏名
（法人その他の団体の場合は、所在地、名称及び代表者氏名）
電話番号

	
	変更後
	〒
住所
フリガナ（　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　）
氏　　名
生年月日
（法人その他の団体の場合は、所在地、名称、代表者氏名及び生年月日）
電話番号

	承継の理由
	

	承継の年月日
	　　　　　　　年　　　月　　　日



※添付書類
　地位を承継する者であることを証する書類
